
執行率
（％）

支出額
収入率
（％）

収入額会　計　名

８２．０

９８．２

８３．８

９４．７

８６．１

９６．１

９６．５

９０．８

９６．３

９７．６

９３．３

９７．５

８７．１

８８．６

９１．３

９９．０

３３．３

９８．５

６４８万円

４億２，３３７万円

２，６５８万円

１６３億１，６８４万円

５，４５８万円

１６億８，０５６万円

１１５億５，９１２万円

１億９，３５１万円

５，３３７万円

１億　３４４万円

５２億　７０３万円

２億５，１９１万円

７，０１５万円

９，０００万円

９７億２，９３２万円

１，６３４万円

  １０万円

１，２０２万円

９４．３

９８．２

１０１．４

１０７．５

８６．１

９８．２

１０３．８

９０．８

９６．３

９７．６

９３．５

９７．５

８７．１

９６．６

１０１．２

１０３．２

１９６．７

１０５．８

７４５万円

４億２，３３７万円

３，２１４万円

１８５億２，０２０万円

５，４５８万円

１７億１，６３４万円

１２４億２，９６０万円

１億９，３５１万円

５，３３７万円

１億　３４４万円

５２億１，８０８万円

２億５，１９１万円

７，０１５万円

９，８１７万円

１０７億８，３０５万円

１，７０３万円

５９万円

１，２９１万円

物品調達

公共用地先行取得事業

交通災害共済事業

国民健康保険事業

国民健康保険直営診療施設事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

簡易水道事業

市行造林事業

公設地方卸売市場事業

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

駐車場事業

競輪事業

牧田財産区

一之瀬財産区

時財産区

９４．３４５７億９，４７２万円１０２．９４９９億８，５８９万円計

特別会計の決算は、下表のと

おりです。

　特別会計全体では、予算総額

４８５億６，９３０万円に対し、収入額

が４９９億８，５８９万円で、収入率

１０２．９％、支出額が４５７億９，４７２

万円で執行率9４．３％です。

借入金残高
保有土地

区　分
金　額面　積

１１６億３，２２７万円　７９億４，４４９万円　２１８，８１８．６４愛平成２５年度

　９９億６，５５１万円　６６億８，７９６万円　１９３，５６８．７０愛平成２６年度

△１６億６，６７６万円　△１２億５，６５３万円　△２５，２４９．９４愛前年度比

市の財政状況をより詳しく知っていただくため、出資団体であ

り、市が債務保証している大垣市土地開発公社の状況について、お

知らせします。

同公社は、公共事業に必要な用地を市などの依頼により、円滑に

取得することを目的として設立されたものです。

平成２６年度決算では、借入金残高は９９億６，５５１万円で前年度より

１６億６，６７６万円の減、ピーク時の平成９年度の２１３億２，７３８万円から

１１３億６，１８７万円の減となっています。

前年比
（％）

支出額
前年比
（％）

収入額項目会計名

１０７．５３０９億５，４８６万円１０５．５３１７億８，３５４万円収益的
病院事業

１５２．９２２億６，１３１万円３６．３３億５，４１０万円資本的

１０６．０１８億６，３８４万円１２６．５２５億３，１８９万円収益的
水道事業

１３７．８１４億６，９２０万円２６１．１４億７，２８５万円資本的

病院事業では、医療機器を整

備したほか、内視鏡室改修工事

が平成２７年３月に完了したこと

で、医療体制の充実強化を図り

ました。また、平成２５年度から

着工した託児所および寮改築工

事は順調に進捗し、平成２７年９

※資本的収支の差引マイナス分は、留保資金や積立金等で補われます。

月に完了しました。

水道事業では、配水管の布設・

布設替や、緑園水源地の第２期

改良工事などを行いました。

社会情勢の変化などにより、設立当時に比べ、厳しい経営状況と

なっていますが、平成２５年７月に策定した土地開発公社経営健全化

計画（平成２５～３２年）に基づき、一層の健全化を促進しています。

大垣市役所 緯８１－４１１１　〈３〉～ かがやいて 夢ある大垣 確かな未来 ～

土地開発公社の状土地開発公社の状況況

46，783

45，868

44，141

44，251

46，634

49，748

54，855

57，402

59，200

42，035

42，577

42，479

42，115

41，623

41，779

41，987

41，873

41，207

12，051

13，824

12，899

11，934

11，839

11，929

12，625

12，336

11，879

50,000 100,000（百万円）

特別会計一般会計 企業会計（ ）年度

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26 60，820 40，783 11，816

　平成２６年度末の一般会計・

特別会計・企業会計を合わせ

た市債現在高は、前年度より

１１億３，２８８万 円 増 の１，１３４億

１，８６９万円（市民１人当たり６９

万７，０９５円）で、一般会計では

東中学校北舎改築事業や臨時

財政対策債の借り入れなどに

より、前年度より１６億１，９７１

万円増の６０８億１，９５１万円（市

市
債
現
在
高
の
推
移

※平成１７年度に、合併により２町の市債（一般・特別・
企業会計　合計で９，１２６百万円）を引き継いでいます

市債の状市債の状況況 民１人当たり３７万３，８０９円）と

なっています（市民１人当た

りは、平成２７年３月３１日現在

の住民基本台帳人口１６２，７０２

人で算出）。なお、一般会計

の市債残高は平成２０年度から

増加に転じていますが、地方

交付税の原資が不足する国の

代わりに市が借り入れを行う

臨時財政対策債の発行額が増

加していることが大きな要因

となっています。

宛 姐鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵鯵

市市のの財財政政状状況況市市のの財財政政状状況況
基金の状基金の状況況
基金は、家計に例えると、

預貯金にあたります。

平成２６年度末の一般会計と

特別会計を合わせた基金現在

高は、前年度より２億９，４５４

万円減の１１２億２８１万円（市民

１人当たり６万８，８５５円）とな

りました。

財源の年度間調整のための

積み立て、取り崩しにより、

財政調整基金が２億８，５４０万

円減、減債基金が１億９，６９０

万円減となりました。

その他目的基金の公共施設

整備基金は、教育・福祉施設

などの整備で１億５，０００万円

を取り崩す一方、将来の庁舎

建設に備え４億１，２８０万円を

積み立てました。

【基金別の状況】

・財政調整基金　４３億３１０万円

・減債基金　　４億１，３３０万円

・その他目的基金（公共施設

整備、地域振興、福祉、環

境保全、国民健康保険基金

など）　　　６４億８，６４１万円

財政状況について詳しく

は、市ホームページまたは

財政課（緯４７－８２９６）へ

緑園水源地

企業会計

特別会計


